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令和７ 年度 事業方針・ 事業計画 

１ ． 事業方針 

 

「 少子高齢化・ 人口減少時代」 を 迎え た わが国では、 団塊ジュ ニ ア 世代が 65 歳を 迎

え る 2040 年を 待た ず、 各分野で労働力不足が広がり 、 と り わけ 福祉分野の人材不足は

深刻であ り 、 サービ ス 提供体制を 揺る がし かねない状況と なっ て き ており ま す。  

ま た 、 地域福祉を 推進する 人材について も 、 働く 高齢者の増加な ど によ り 、 ボラ ン テ

ィ ア 活動者の減少や、 民生委員・ 児童委員や町内会の担い手不足が課題と な っ て おり 、

帯広市においても 例外ではな い状況です。  

こ う し た 社会構造や人々の暮ら し が変化する 中、 当会におき ま し て も 、 人と 人、 人と

資源が世代や分野を 超え つな がる こ と で、 一人ひと り の暮ら し と 生き がい、 地域を と も

に創っ て いく 「 地域共生社会の実現」 に向けて 、 支え 合いの体制づく り を 進めま す。  

地域福祉事業につき ま し ては、 地域交流サロ ン な ど 住民参加型の事業では、 コ ロ ナ禍

以前の参加人数に戻ら ない状況が続き 、 社会変化に対応し た多様な コ ミ ュ ニテ ィ づく り

に取り 組んでいく 必要を 感じ ており 、 子ど も から 若者ま で、 人々が安心し て 集ま り 、 と

も に活動でき る 新た な 居場所づく り の調査研究を 行う ほか、 ボ ラ ン テ ィ ア 団体や活動状

況な ど の広報、 養成講座等を 通じ て 、 ボラ ン テ ィ ア 活動促進に向け て 、 市民の関心を 高

め新たな 担い手づく り を 目指し ま す。  

高齢者の総合相談窓口と なる 「 地域包括支援セン タ ー」 については、 複合的な 課題を

抱え た事例な ど 相談内容が多様化し て き て おり 、医療や介護、福祉の分野だけではな く 、

警察や法曹界など さ ま ざ ま な 機関と の連携が不可欠と な っ ている こ と から 、 関係機関と

のネ ッ ト ワ ーク を 活かし 、 専門性の高い適切な 支援に取り 組んでま いり ま す。  

訪問介護サービ ス では、 総合事業によ る 軽度者へのサービ ス 依頼が増加し ていま すが、

事業者が限ら れて いる こ と やヘルパーの高齢化、 担い手不足によ り 、 需要に応え ら れな

い状況が生じ ていま す。 事業存続のためにも 、 賃金な ど の処遇改善を 図る と と も に、 人

材確保な ど 先を 見据え た計画的な 体制整備に引き 続き 取り 組んでま いり ま す。  

権利擁護事業（ 成年後見支援セン タ ー事業） について は、 超高齢社会の進展と 相ま っ
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て、 判断能力が不十分な方に関する 相談が増え ており 、 特に身寄り のな い方への支援策

の必要性が高ま っ て いま す。 身元保証人がおら ず医療や福祉サービ ス を 利用でき な いな

ど 支援が難し いさ ま ざ ま な課題の解決に向けて 、 切れ目や狭間のな いサービ ス 体制の構

築を 目指し 、「（ 仮称） 地域生活総合サポート 事業」 の創設に取り 組みま す。 ま た、 専門

職の配置な ど 職員体制の強化を 図り 、 安定し た サービ ス 提供及び相談体制の計画的な整

備に取り 組んでま いり ま す。  

幼児こ と ばの教室については、令和６ 年度よ り 職員を 増員し 、体制強化を 図っ た 結果、

児童指導員等加配加算と 専門的支援体制加算の２ つの加算を 常時取得する こ と ができ 、

ま た 、 年間通し て 安定し た 指導コ マ数の確保も でき る よ う にな り 、 令和 7 年度も 安定し

た経営を 目指し て ま いり ま す。  

法人運営にあ た っ て は、 今年度、 役員・ 評議員の一斉改選を 迎え る こ と から 、 地域の

実情に応じ た 公共性の高い組織と なる よ う に、 推薦団体と 調整し て 今後の社協経営を 担

う べき 人材を 登用し て 、 時代に即し た団体と なる よ う 努めて ま いり ま す。 ま た 、 経営に

あ た っ て は、 各種関係法令を 遵守し た 事務処理に努める と と も に、 納税義務が生じ る 各

事業では経理事務を 適切に行い、 健全経営に注力し て ま いり ま す。  

当会において は、 第６ 期帯広市地域福祉実践計画が令和６ 年度を も っ て終了し 、 令和

７ 年度よ り 第 7 期地域福祉実践計画がス タ ート し ま す。 同じ く 令和７ 年度よ り ス タ ート

する 「 第四期帯広市地域福祉計画」 では、 ア ン ケ ート 調査に社会福祉協議会に係る 質問

項目を 盛り 込むな ど 、 帯広市と 社協が連携・ 協力し な がら 策定作業を 進めて き ま し た 。

第７ 期地域福祉実践計画の基本理念は、帯広市の地域福祉計画と 同じ 方向性を 持ち、「 す

べて の市民が共に支え 合い、 安心し て 、 生き 活き と 暮ら せる ま ち  おびひろ 」 を 踏襲し 、

第６ 期実践計画での取り 組みを 、 よ り 一層強く 推進し て いく 所存です。  

実践計画で掲げる ４ つの基本目標と ８ つの基本方向に沿っ て 、 市民・ 団体・ 行政と 連

携し て一歩一歩着実に推進し 、 市民一人ひと り が互いに支え 合い、 健康で生き がいを 持

ち、 安心し て 暮ら すこ と のでき る ま ち を 目指し 、 各種事業に取り 組んでま いり ま す。  

なお、令和 7 年度の主な 事業内容について は、以下の「 所管部署別の事務事業と 概要」

に記載し て おり ま す。  
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２ ． 所管部署別の事務事業と 概要 

 

Ⅰ． 地域福祉課 

（ １ ） 地域福祉活動の推進 

 

市民や行政、 福祉関係者等が協働し 、 地域の活動を促進する ため、 住民同士の交流や地域団体など

が活動を展開する 拠点づく り を支援する と と も に、 地域福祉に関する 意識の醸成を図る ため、 社協だ

よ り 等を活用し て情報発信を行いま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①地域福祉事業 

１ ． 地域交流サロ ン事業 

 高齢者や障害者、子育て中の人などを 対象に、誰も が気軽に参加でき る ふれあいの場を

提供する 地域交流サロ ンに対し 、 運営費の一部を助成し 運営支援と 普及に努めていま す。 

 市内 27 か所で開設し ている 地域交流サロ ンを通じ て、 身近な圏域における 生活課題の

把握や解決へ向けた取り 組みに、支える 人と 受ける 人が相互に役割を持ち、支え合いなが

ら 活躍でき る 体制整備に努めま す。ま た、そのための担い手の確保・ 育成が重要である こ

と から 、地域力強化・ 人材確保など をテーマにし たサロ ン運営者向けの研修会を開催し ま

す。  

２ ． 小地域ネッ ト ワ ーク 活動推進事業 

 福祉を 通じ た地域づく り を推進する ため、 町内会が行う 福祉活動（ 啓発活動・ 交流活

動・ 訪問活動・ 地域組織化活動・ 研修事業など ） に対し て、 活動実施の援助や研修会にお

ける 講師派遣及び活動費の一部助成を 行い、 地域で互いに助け合える よ う な仕組みづく

り を目指し て、 本事業の普及促進に努めま す。  

３ ． 地域福祉活動助成事業 

 地域福祉の増進に取り 組む民間団体の活動の振興と 市民福祉の向上のため、 共同募金

を財源と し て助成金を交付し ま す。  

 助成金交付にあたっては、多く の団体から の要望に対応でき る よ う に努め、適正かつ公

正な事業推進に努める と と も に、 広報誌、 新聞、 ホームページ等によ る 周知のほか、 公共

施設へのポス タ ー掲示を行う など 本事業の周知・ 案内に努めま す。  

４ ． 地域福祉活動研修会 

 帯広市町内会連合会と 共催で、地域福祉活動の取り 組み事例を紹介し 、地域福祉の推進

を目的と し た研修会を開催し ま す。  

５ ． 社協フェ ス タ の開催 

 地域福祉活動に対する 市民理解を深め、地域課題を発見・ 共有する ための体制づく り の

構築と 地域共生社会の実現を目指し 、社協フェ ス タ ２ ０ ２ ５ と し て表彰式と 講演会、関係

団体と の協働によ る 啓発イ ベント を開催し ま す。  

６ ． 福祉機材等の貸出事業 

 地域福祉活動、ボラ ンティ ア活動、青少年の健全育成活動や町内会活動のために、機材

貸し 出し によ る 活動支援を行う と と も に、 適切な機材メ ンテナンス に努めま す。  
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（ ２ ） 地域福祉を担う ボラ ンティ ア人材の育成・ 確保 

 

   住民一人ひと り が、 地域福祉活動に参加し ても ら える よ う 、 各種講座の開設などを通じ て、 地域福

祉支を支える 人材の育成・ 確保に取り 組みま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①ボラ ンティ ア事業 

１ ． ボラ ンティ アセンタ ー運営 

 ボラ ンティ ア活動に関心のある 人や、 ボタ ンティ アを必要と し ている 人を繋ぐ 相談窓

口と し て、 周知啓発・ 情報発信に努めま す。 ま た、 ボラ ンティ アセンタ ーにコ ーディ ネー

タ ーを配置し 、ボラ ンティ アアド バイ ザーと と も に、ボラ ンティ ア団体やＮＰ Ｏ など の各

団体等の活動の見える 化などを進めていき 、 ボラ ンティ ア活動の活性化を図る と と も に、

ボラ ンティ ア活動をし ている 個人・ 団体の「 活動拠点」 と し ての機能充実を図り ま す。  

２ ． ボラ ンティ アの登録・ 普及促進 

 ボラ ンティ アセンタ ーへの登録者・ 団体の増加を 図り 、かつボラ ンティ ア活動時の安全

と 参加促進に寄与する ため、ボラ ンティ アセンタ ーへ登録し ている 個人・ 団体に対し 、ボ

ラ ンティ ア活動保険加入時の費用助成を行いま す。  

 ま た、広報活動を通じ て、ボラ ンティ ア活動に関心のある 人への情報発信を行い、ボラ

ンティ ア人口の拡大に努めま す。  

３ ． ボラ ンティ ア養成講座 

 効率的かつ円滑なボラ ンティ ア派遣のニーズに対応する ため、ま た、ボラ ンティ ア活動

の普及促進を図る ため、 各種ボラ ンティ ア養成講座を開催し ま す。  

４ ． 福祉体験学習出前講座 

小中高校生を対象に、 福祉講話や高齢者・ 障害者疑似体験、 車椅子体験等を通じ て、 障

害者や高齢者に対する 知識と 理解を深める こ と で、思いやり の心を育み、人権教育にも つ

ながる よ う 、 福祉体験出前講座を実施し ま す。  

ま た、 帯広市教育委員会が推進する「 おびひろ市民学」 の学びに位置付けら れた、 福祉

学習の出前講座を実施し ま す。  

５ ． ボラ ンティ アモデル指定校助成 

児童・ 生徒のボラ ンティ ア活動への理解や参加促進、活動の普及を図る ため、市内小中

学校・ 高等学校を対象にモデル校を指定し 、 実施事業に対する 助成を行いま す。  

ま た、 よ り 多く の児童・ 生徒がボラ ンティ ア活動に興味・ 関心を持つこ と ができ る よ う 、

モデル校の取り 組みを社協だよ り やホームページで情報発信し ま す。  

６ ． ボラ ンティ ア研修会への参加支援 

ボラ ンティ ア活動実践者へ、各種研修会等への参加費用を助成し 、参加促進及び資質と

知識の向上を図り ま す。  

７ ． 広域ボラ ンティ ア活動の推進 

「 と かちボラ ンティ アプラ ザ推進委員会」 に参画し 、管内町村社協と 連携を図り 、研修

や情報交換を通じ て、 ボラ ンティ ア活動実践者の資質向上に努めま す。  

 

 

 

 

（ ３ ） 大規模災害に備えた体制等の整備 

 

   近年、 頻発し ている 大規模災害に備えた体制の整備と 人材の育成に取り 組みま す。  
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実 施 事 業 事 業 概 要 

①災害ボラ ンティ ア事業 

１ ． 災害ボラ ンティ アの育成・ 登録の促進 

 災害ボラ ンティ ア養成講座を開催し 、災害ボラ ンティ アの役割や準備、活動に役立つ具

体的な講座を通し て、災害ボラ ンティ アを担う 人材の養成を行う と と も に、受講者へのボ

ラ ンティ アセンタ ー登録を促進し ま す。  

２ ． 災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置・ 運営 

「 帯広市災害ボラ ンティ アセンタ ーの設置及び運営に関する 協定」（ 平成 29 年 1 月 10

日帯広市と 協定） 並びに「 帯広市災害ボラ ンティ アセンタ ー設置・ 運営マニュ アル」（ 平

成 28 年 12 月帯広市と 策定） に基づき 、 災害が発生し 、 ボラ ンティ アの受け入れが必要

になった際に、円滑にボラ ンティ アセンタ ーを開設・ 運営でき る よ う 日頃から 帯広市と の 

連携体制の構築を進める と と も に、 設置・ 運営訓練実施に向けて取り 組んでいき ま す。  

ま た、災害発生時の災害ボラ ンティ アセンタ ーの運営支援体制を強化する ため、ラ イ オ

ンズク ラ ブと の協定締結に向けて取り 組みを進めま す。  

なお、 全国的に災害ボラ ンティ アセンタ ー運営における I CT 化が進んでいる 中、 北海

道社会福祉協議会北海道災害ボラ ンティ アセンタ ーと 協議し ながら 、 シス テムの導入に

ついて検証し ま す。  

３ ． 災害ボラ ンティ ア活動の普及・ 啓発 

 災害ボラ ンティ ア活動について、 その役割や必要性の理解促進を 図る ため帯広市や関

係団体と 連携し ながら 普及・ 啓発を進めま す。  

４ ． 資機材等の整備 

 災害ボラ ンティ アセンタ ー設置を想定し て、民間企業等と の連携方法を検討し 、必要な

資機材等の提供や協力体制の整備に努めま す。  

 

 

 

（ ４ ） 高齢者や障がい者がいき いき と 生活でき る 仕組みづく り  

 

   生き がいづく り や社会参加の促進を図り 、 誰も が多様性を認め合い地域社会の一員と し て住みやす

い地域づく り を進める と と も に、社会的包摂( ソ ーシャ ル・ イ ンク ルージョ ン) の意識啓発に努めます。 

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①障害福祉事業 

１ ． 障害児（ 者） 余暇活動支援事業 

 余暇を 楽し み地域社会へ出る き っ かけや交流を図る こ と を目的に、 も のづく り や自然

体験など の４ 講座を実施し ま す。  

２ ． すこ やか農園事業 

 障害児（ 者） をも つ親の会と 協力団体が実行委員会を組織し 、自然の中で協働で播種か

ら 収穫ま での農作業に取り 組み、 障害児（ 者） と 農業高校生徒がふれあい、 交流のひと と

き を過ごす「 すこ やか農園」 を開設し ま す。  

３ ． 障害者週間記念事業 

帯広市や関係団体と 実行委員会を組織し て、障害者の社会参加を促進し 、社会全体がノ

ーマラ イ ゼーショ ンの広がり と 理解を 定着さ せる ために、 障害者に対し て深い理解と 正

し い認識を 持っても ら い、本事業を通じ て障害者と 地域住民と の交流を図る と と も に、共

に手をと り あい共に生き る 地域づく り をめざし て、 障害者の社会貢献活動や作品展示即

売会、 ポス タ ーコ ンク ールを実施し ま す。  
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実 施 事 業 事 業 概 要 

②障害関係団体と の連携 

１ ． 帯広市地域自立支援協議会への参加 

帯広市が設置する「 帯広市地域自立支援協議会」 に参画し 、障害福祉に関する 地域の実

態や福祉ニーズの把握に努める と と も に、 関係団体と の連携につなげま す。  

③ノ ーマラ イ ゼーショ ン 

推進地区の活動支援 

１ ． 大正地区「 ふれあいまつり 」 などの活動支援 

ノ ーマラ イ ゼーショ ン理念の定着を図る ため、 毎年２ 月に行われる 大正地区のふれあ

いま つり の活動を支援し ま す。  

④高齢者福祉事業 

１ ． 帯広市老人ク ラ ブ連合会活動助成事業 

 健康づく り 、 友愛活動、 社会奉仕活動の「 全国三大運動」 に加え、 世代間交流や生き が

いづく り などに取り 組む老人ク ラ ブ連合会への助成を通じ 、 高齢者福祉を推進し ま す。  

⑤虐待防止に向けた対応 

１ ． 高齢者・ 障害者虐待防止ネッ ト ワ ーク 会議 

 高齢者や障害者の人権を擁護する ため、当会地域包括支援センタ ー、成年後見支援セン

タ ーや関係機関と の連携を図り 、 虐待の防止と 早期発見・ 早期解決に取り 組みま す。  

 

 

 

 

（ ５ ） ひと り 親家庭の支援事業 

 

   母子家庭や父子家庭のひと り 親等の就業相談や技能習得のための各種講習会を開催する ほか、 ひと

り 親家庭の生活相談を通じ 、 自立支援と 生活の安定を図り ま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①母子家庭等就業・ 自立 

支援センタ ー事業 

１ ． 就業支援事業（ 無料職業紹介事業）  

 母子家庭や父子家庭など のひと り 親の自立支援を図る ため、就業相談を行う ほか、事業

主へのひと り 親の理解促進と 就業促進活動を通じ て、 ひと り 親の生活安定と 児童福祉の

促進に努めま す。  

２ ． 就業支援講習会等事業 

 パソ コ ン講習会や就職活動に関する セミ ナー等を開催し 、 就業支援に努めま す。  

３ ． 就業情報提供事業 

 SNS を 活用し た求人情報の提供や、「 母子家庭等就業・ 自立支援センタ ーだよ り 」 の発

行によ る 情報提供と 広報活動に努めま す。  

４ ． 養育費等支援事業 

 弁護士会の協力のも と 、無料法律相談会を毎月開催する ほか、家庭裁判所等へ訪れる 際

の同行支援、 離婚前後の法律問題等をテーマにし た講習会を実施し ま す。  

５ ． 母子・ 父子自立支援プロ グラ ム策定事業 

 児童扶養手当受給者に対し 、就業に向けた個別の自立支援プロ グラ ムを策定し て、き め

細やかで継続的な自立・ 就業支援を実施し 、 対象者の生活の安定を図り ま す。  

②虐待防止に向けた対応 

１ ． 要保護児童関係会議 

 会議に参加し 、虐待や子育て放棄など 、保護が必要な児童の早期発見と 適切な対応を図

り ま す。  
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（ ６ ） 福祉人材バンク 事業 

 

   福祉職場で働き たい方や採用し たい福祉職場をつなぐ ほか、 福祉職場でのマッ チングと 人材定着を

図り ま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①福祉人材バンク 事業 

１ ． 無料職業紹介事業 

 求職者へ福祉職場の紹介や斡旋のほか、就業相談、就労斡旋を行う と と も に、福祉施設

等から 求人情報を受け付けま す。  

２ ． 潜在福祉マンパワ ー活用講習会の開催 

 福祉職場見学会を行い、福祉現場の理解促進を図る と と も に、就労に役立つ講習会を開

催し 、 就労支援に努めま す。  

３ ． 福祉サービス に関する 啓発・ 広報事業 

 求職者への求人情報提供、 求人施設への求職情報提供に努め、 本事業の広報活動を 行

い、 福祉人材バンク 事業の強化を図り ま す。  

４ ． マッ チング機能等の強化 

 ハロ ーワ ーク 出張相談や福祉職場説明会を開催し 、 関係機関と 求人施設等と 連携を 図

り 、 求職者と 求人施設のマッ チング機能を強化し ま す。  

５ ． 人材定着のためのフォ ロ ーアッ プ 

 就業者や採用福祉施設に対し 、就職後の状況確認や相談を行い、福祉人材の定着を図る

ためフォ ロ ーアッ プ機能の強化に努めま す。  

 

 

 

 

（ ７ ） 地域における 支え合い活動の促進 

 

   民生委員・ 児童委員連盟や、 町内会連合会や老人ク ラ ブ連合会などによ る 地域における 見守り 活動

などを通じ て、 地域のつながり を強化する と と も に、 住民が主体的に地域福祉活動に参加でき る 環境

づく り を進め、 複合的で複雑な課題を抱えた世帯に対し て、 多機関が連携を図り 分野を横断し た総合

的な支援体制づく り を促進し ま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①帯広市第２ 層生活支援 

コ ーディ ネート 業務 

１ ． 協議体から の支え合い活動の創出・ 活動支援 

 帯広市が実施する 生活支援体制整備事業において、 川北日常生活圏域の支え合いを 実

践する ため、地域における 課題やニーズの把握を行い、自主活動や支え合い活動の創出な

ど に取り 組む協議体を中心に、 既に行われている 住民主体の地域活動と 連携を 取り なが

ら 、 ニーズと サービス のコ ーディ ネート 機能の仕組みづく り に取り 組みま す。  

２ ． ちょ っと し た支え合いサポータ ー養成講座に関する 周知及び参加と り まと め 

 川北日常生活圏域において、ちょ っと し た支え合いサポータ ー養成講座を通じ て、支え

合いを実践でき る 担い手の育成を進めま す。  

３ ． 生活支援・ 介護予防サービス のコ ーディ ネート  

 当会地域包括支援センタ ーや住民主体の地域活動や関係団体と 連携し て、 支援ニーズ

の把握と 取り 組みのマッ チングによ る コ ーディ ネート 機能を担い、支援体制の充実・ 強化

を図り ま す。  
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実 施 事 業 事 業 概 要 

①帯広市第２ 層生活支援 

コ ーディ ネート 業務 

４ ． 地域支え合いを推進する 協議体の運営 

 地域課題やニーズを把握し て、 住民主体の多様な助け合い活動の創出と ネッ ト ワ ーク

づく り に取り 組む協議体を運営し 、 社会資源等を活用し た地域における 支え合いの仕組

みづく り に取り 組みま す。  

②包括的相談・ 支援システ 

ムの構築 

１ ． 包括的相談・ 支援シス テムの構築 

 福祉ニーズの多様化・ 複雑化を踏ま え、法人単独では十分に対応でき ない複合的かつ複

雑な生活課題を抱えた世帯に対し 、 支援体制の整備に向けたシス テム構築を進めま す。  

 ま た、 地域の多様な主体と 連携し 、 生活上の困り ごと について実態把握に取り 組みま

す。  

２ ． 法人内支援調整会議の開催 

 複合的な生活課題を抱えた世帯に対し 、横断的に対応する べく 、必要に応じ た支援方法

を協議する 法人内支援調整会議を適宜開催し 、 課題に対し 即応し ていき ま す。  

３ ． 帯広市き づき ネッ ト ワ ーク  

帯広市き づき ネッ ト ワ ーク の関係機関と し て、 当会地域包括支援センタ ー、 民生委員・

児童委員や町内会、老人ク ラ ブ、地域交流サロ ンなどの地域福祉活動を行う さ ま ざま な団

体や帯広市と 連携し 、 地域の中で気づき 合う こ と のでき る 地域包括支援ネッ ト ワ ーク の

推進に取り 組みま す。  

③新たな居場所づく り の 

検討及び運営 

１ ． 新たな居場所づく り の検討 

こ れま での高齢者の居場所のほか、子ど も から 若者ま で、人々が安心し て集ま り 、共に

活動でき る 新たな居場所の開設を目指し 調査研究を行いま す。  

こ の居場所は、地域住民が主体と なり 、様々な講座やイ ベント 、おし ゃべり のでき る 誰

も が気軽に足を運ぶこ と の出来る 空間と なる よ う な場の構築を目指し ま す。  

④子ども 食堂・ 地域食堂へ 

の支援・ 廉家 

１ ． 子ども 食堂・ 地域食堂への支援・ 連携 

核家族化や地域社会のつながり の希薄化など が要因で、子ど も の貧困や孤立、不登校な

ど 、子ども を取り 巻く 課題が深刻化し ていま す。こ れら の課題解決に子ど も たちが安心し

て過ごせる 子ども 食堂・ 地域食堂が大き な役割を果たし ていま す。  

当会は、こ れら 子ど も 食堂等への支援について各食堂さ んと 協議を行い、ど のよ う な支

援が求めら れている のか検討を行っていき 、 適切な支援・ 連携を進めていき ま す。  

ま た、 併せて、 食支援活動（ 配食サービス 、 会食会、 地域食堂、 こ ども 食堂、 フ ード パ

ント リ ー、 食育活動など） の創出と 地域展開に向けた環境整備のために、 人、 場所、 物、

資金、 情報等の資源の開拓・ 活用や循環を目的と し た会議体（ 協議体） を「 食支援プラ ッ

ト フォ ーム」 の形成に向けても 、帯広市と 協議を重ねながら 検討を行って行き たいと 考え

ており ま す。  

 

 

 

 

 

（ ８ ） 被災世帯及び要保護世帯への支援 

 

   火災、 風水害などによ り 被災し た世帯への援護金支給と 、 低所得世帯への冬季間のプロ パンガス 割

引支援を行いま す。  
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実 施 事 業 事 業 概 要 

①被災世帯と 要保護世帯へ 

の給付事業 

１ ． 災害被災世帯への援護金支給事業 

 火災や自然災害など で被災し た世帯へ、一時的かつ応急的生活支援を図る ため、帯広市

共同募金委員会と 連携し て、 援護金を給付し ま す。  

２ ． 要保護世帯への冬季プロ パンガス 割引事業 

 歳末たすけあい運動の一環と し て、 Ｌ Ｐ ガス 協会の協力によ り 、 冬季間（ 11 月～3 月）

のプロ パンガス 利用料金の割引を行い、 生活困窮世帯を支援し ま す。  

 

 

 

 

 

（ ９ ） 広報事業 

 

   社協事業の広報と し て各種事業や周知を図る ため、 地域住民への情報発信を行いま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①広報事業 

１ ． 地域福祉実践計画の周知啓発（ ホームページに公表）  

 ホームページに掲載し ている 実践計画を 市民へ広く 周知する と と も に、 社協事業の理

解促進を図り ま す。  

２ ． 社協だよ り ・ ホームページへの事業案内等の掲載 

 地域住民に情報発信し 、 理解を図る ために広報誌「 社協だよ り 」 を発行する ほか、 ホー

ムページで最新情報を発信し ま す。  

３ ． ブロ グや SNS を活用し た開催内容の情報発信 

 SNS を活用し たリ アルタ イ ムな情報発信に努めま す。  
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Ⅱ． 在宅福祉課 

（ １ ） 地域包括支援センタ ー事業の実施 

 

帯広市の委託を受けて、「 川北日常生活圏域」 及び「 西日常生活圏域」 において、 地域の高齢者が安

心し て生活を送る こ と ができ る よ う 総合相談窓口（ 包括的支援事業等を一体的に実施する 中核的機関）

と し て、 高齢者福祉や保健福祉サービス の調整、 必要な制度へのつなぎなどのさ ま ざま な相談支援を

行い、 効果的な課題解決に取り 組みま す。  

複合的な課題を抱えた高齢者や多様化する 相談に対し 、 センタ ー職員がチームと し て継続的・ 専門

的に対応する と と も に、 地域住民や他機関等と 連携し て課題解決を図る こ と ができ る よ う 、 地域にお

ける 支援ネッ ト ワ ーク の構築に努め、 積極的な地域課題の把握に取り 組みま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①地域包括支援センタ ー 

事業 

１ ． 総合相談支援業務 

 川北・ 西日常生活圏域において、地域住民や高齢者が相談し やすい「 ワ ンス ト ッ プサー

ビス 拠点」 と し て、 総合相談支援に取り 組みま す。  

２ ． 権利擁護業務 

 高齢者虐待への対応及び支援、 消費者被害防止に関する 啓発や被害に遭われた場合の

具体的な支援など 権利擁護業務に取り 組むと と も に、「 帯広市高齢者虐待防止ネッ ト ワ ー

ク 会議」 への参画を図り ま す。  

ま た、認知症などの判断力が低下し ている 高齢者等に対し 、成年後見制度の利用に向け

た申立て支援など を行いま す。  

３ ． 包括的・ 継続的ケアマネジメ ント 支援業務 

支援が困難な事例など、介護支援専門員から の相談に対応する と と も に、事例検討会や

研修会など を通じ て、資質向上を図る と と も に、地域の支援ネッ ト ワ ーク の構築に取り 組

みま す。  

４ ． 地域ケア会議の開催 

 日常生活上の課題を抱えている 高齢者の支援と し て、 介護保険法第１ １ ５ 条に基づき

地域ケア会議を開催し 、多職種協働によ り 課題解決に取り 組むと と も に、地域課題の把握

に努めま す。  

５ ． 認知症施策の推進に係る 事業 

 認知症になっても 住み慣れた地域で暮ら すこ と ができ る よ う 、 認知症サポータ ー養成

講座や認知症高齢者等 SOS 声かけ訓練を開催し ま す。 ま た、「 帯広市認知症ケアネッ ト ワ

ーク 会議」 へ参画し 、 認知症の理解促進に取り 組みま す。  

６ ． 医療と 介護の連携に係る 事業 

 「 帯広市在宅医療・ 介護ネッ ト ワ ーク 会議」 や「 多職種合同研修会」 に参画し 、 医療と

介護の連携に関する 情報共有や仕組みづく り を推進し ま す。  

７ ．  生活支援体制整備事業と の連携 

 生活支援コ ーディ ネータ ーが開催する「 帯広市生活支援・ 介護予防ネッ ト ワ ーク 会議」

や地域支え合い推進員（ 第２ 層生活支援コ ーディ ネータ ー） が開催する 協議体へ参加する

などさ ま ざま な連携を図り 、 担当圏域における 地域の支え合いの推進に取り 組みま す。  

８ ． 家族介護者支援事業 

 在宅介護を 行っ ている 家族に対し 、 ダブルケアやヤングケアラ ーなど の課題を含めた

相談支援を行う ほか、 介護者同士の情報交換や介護負担軽減につながる よ う な事業を 実

施し ま す。  
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（ ２ ） 介護保険事業及び障害者総合支援事業によ る 在宅福祉サービス の実施 

 

   在宅福祉サービス を必要と し ている 人が、 適切なサービス 利用を通じ て安心し て住み慣れた自宅で

生活を送る こ と ができ る よ う 介護サービス 提供体制の充実を図り 、 適切な支援を行いま す。  

 

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①地域包括支援センタ ー 

事業 

９ ． ひと り 暮ら し 高齢者支援 

ひと り 暮ら し 登録をし た高齢者の定期訪問を通じ て、安否確認サービ ス などの相談・ 支

援を行いま す。  

１ ０ ． ねたき り 認知症高齢者支援 

要介護度の高い寝たき り の方や認知症の方に対し て、 定期的に訪問し 生活や介護など

の相談に応じ 、 適切な指導・ 助言を行いま す。  

１ １ ． 地域密着型サービス 事業所と の連携（ 運営推進会議への参加）  

 担当圏域内の地域密着型サービス 事業所が開催する 運営推進会議に参加し 、 地域と の

連携やサービス の質の確保・ 向上などに向けて、地域密着型サービス 事業所と の連携を図

り ま す。  

１ ２ ． 高齢者の見守り 支援ネッ ト ワ ーク  

地域福祉活動を行う さ ま ざま な団体や帯広市と 連携し 、 帯広市き づき ネッ ト ワ ーク や

認知症高齢者等 SOS ネッ ト ワ ーク など 、 地域のなかで気づき 合う こ と のでき る 地域包括

支援ネッ ト ワ ーク の推進に取り 組みま す。  

②帯広市認知症総合支援 

事業 

１ ． 認知症地域支援・ ケア向上事業 

川北・ 西日常生活圏域において、認知症に関する 相談に適切に対応し 、必要に応じ て認

知症高齢者等 SOS ネッ ト ワ ーク 事業の事前登録の支援を行いま す。 ま た、 チームオレ ン

ジなどの活動を見据えて、地域における 支援者（ みま も り サポータ ー等） の育成や活動支

援など 認知症ケアの向上に取り 組むと と も に、 地域レ ベルでの見守り など の支援体制の

構築を図り ま す。  

２ ． 認知症初期集中支援推進事業 

認知症初期集中支援チームの一員と し て、 帯広市や認知症疾患医療センタ ーと 連携し 、

認知症の早期診断、 早期対応に向けた支援を行いま す。  

実 施 事 業 事 業 概 要 

①在宅福祉サービス 事業 

１ ． 訪問介護事業 

 要介護認定を受けた高齢者に対し て、 住み慣れた自宅での生活が継続でき る よ う ホー

ムヘルパーが自宅を訪問し 、食事や入浴、排せつなど を直接援助する 身体介護、炊事や掃

除など間接的に援助する 生活援助を行いま す。  

２ ． 介護予防・ 生活支援サービス 事業（ 訪問介護サービス ・ てだすけサービス ）  

 要支援者等に対し て、自立支援や介護予防の視点を踏ま え、訪問型サービス（ 第１ 号訪

問事業） のう ち、 訪問介護サービス ・ てだすけサービス を行いま す。  

３ ． 居宅介護事業・ 重度訪問介護事業・ 移動支援事業 

 障害のある 利用者がその能力や特性に応じ て、 地域で安心し て自立し た暮ら し ができ

る よ う 障害福祉サービス などの日常生活上の支援を行いま す。  
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実 施 事 業 事 業 概 要 

①在宅福祉サービス 事業 

４ ． 認定調査業務 

 指定市町村事務受託法人と し て、 市町村から 委託を受けて要介護認定調査（ 新規・ 更

新・ 変更） を実施し ま す。  

５ ． 居宅介護支援事業 

要介護認定を 受けた本人や家族の依頼によ り 、 利用者が安心し て生活ができ る よ う 介

護支援専門員が居宅サービス 計画（ ケアプラ ン） を作成する と と も に、居宅サービス を適

切に利用する こ と ができ る よ う に事業者等と の連絡調整を行いま す。  

６ ． 介護予防支援事業及び介護予防ケアマネジメ ント 事業 

要支援認定者等に対し て、心身の状況や環境を把握し たう えで、自立し た生活を送る こ

と ができ 、 要支援状態の悪化を防ぐ ために、 介護予防ケアプラ ンの作成を行いま す。  
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Ⅲ． 幼児こ と ばの教室 

（ １ ） 児童発達支援事業の経営 

 

   こ と ばの遅れや発達に心配がある 幼児と その保護者を対象に、 通室指導や相談を行いま す。 ま た、

令和元年度から 当会自主事業と なり 7 年目を迎え、 適正な経営を推進し ま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①児童発達支援事業 

（ 幼児こ と ばの教室の 

経営）  

１ ． 児童発達支援事業所と し て幼児に対し ての言語指導 

 北海道指定通所支援事業の規則に則り 、 定員を１ 日 10 人以下と する 中で、 こ と ばの問

題に特化し た３ 歳～６ 歳ま での幼児に対し て、 概ね週 1 回の通室指導を行いま す。  

２ ． こ と ばの相談業務（ 市委託事業）  

 電話相談( 随時) 、 来所相談( 予約制) においては、 18 歳未満の児童を対象と し た相談を

受け付けており 、 関係機関と 連携に努めながら 実施し ま す。  

ま た、 ３ 歳児健診後のこ と ばの相談については、 相談後に行う カンフ ァ レ ンス を通し 、

今後の支援についての方向性を出し ながら 進めていき ま す。  

３ ． 帯広市事業と の連動（ 市委託事業）  

 教育支援委員会から の求めに応じ 、通室児の資料提供や、子育て支援課やこ ど も 課から

の依頼に関わる 協力など、 帯広市と 連動し て事業を推進し ま す。  
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Ⅳ． 帯広市成年後見支援センタ ー 

（ １ ） 権利擁護の推進と 福祉サービス 利用援助事業の実施 

 

   判断能力が十分でない高齢者や障害のある 人等に対し て、 基本的な人権を守る ために、 成年後見制

度の利用促進を図り ま す。 ま た、 金銭管理を通じ て自立し た生活を送れる よ う に適切な支援に努めま

す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①成年後見支援センタ ー 

事業 

１ ． 成年後見制度に関する 相談及び利用支援 

 地域連携ネッ ト ワ ーク によ る 対象者の発見と 支援体制の強化によ り 、 利用支援に努め

ま す。  

２ ． 成年後見制度に関する 手続き 支援 

 後見制度に関する さ ま ざま な相談を通じ 、 利用に関する 支援を行いま す。  

３ ． 成年後見制度に関する 普及及び啓発 

 判断能力が不十分な方の権利を守る ため、制度に関する 広報活動を 行ない、周知・ 啓発

に努めま す。  

４ ． 市民後見人の養成 

 利用件数の増加が見込ま れる こ と から 、支援体制の強化を図る ため、市民後見人養成研

修を開催し 、 市民後見人の増員を目指し ま す。  

５ ． 市民後見人の後見活動に関する 相談・ 支援 

 市民後見人のフ ォ ロ ーアッ プ研修の実施と 後見業務に関する 相談を通じ て、 後見人を

サポート し 支援体制の強化を図り ま す。  

６ ． 市長申し 立てに関する 手続き 支援 

 申立人がいない後見制度対象者の権利擁護のため、 円滑な後見制度開始の事務手続き

を推進し ま す。  

７ ． 関係機関と の連携 

 帯広市、 弁護士会や社会福祉士会等の専門職団体、 NPO法人や家庭裁判所など と 連携・

協力を強化し て、 帯広市の地域連携ネッ ト ワ ーク における 中核機関と し ての中心的役割

を担いま す。  

８ ． 事例検討会議の開催 

 適宜、 事例検討会議を開催し 、 後見制度対象者の円滑な利用開始に努めま す。  

９ ． 地域連携ネッ ト ワ ーク の構築 

 権利擁護支援を 必要と する 人が適切な支援を 受けら れる よ う に、 関係機関と 連携を 図

る と と も に、 帯広市と 連携し 支援体制の整備およ びネッ ト ワ ーク を構築し ま す。  

②法人後見事業 

１ ． 法人後見の受任 

 今後、ま すま す需要増が見込ま れる ため、個人受任では対応が難し い事例や長期受任が

想定さ れる 若年の障がい者等を中心に、 組織と し て支援する 受け皿と なり ま す。  

③日常生活自立支援事業 

１ ． 福祉サービス 利用援助 

 福祉サービ ス についての情報提供や利用手続き のアド バイ ス 、 福祉サービス 内容の苦

情を解決する ための援助を行いま す。  

２ ． 日常的金銭管理サービス  

 金銭管理に不安のある 人が地域生活を送れる よ う に、 適切な金銭管理を 行い日常生活

を支えま す。  
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（ ２ ） 新たな福祉サービス の実施に向けた調査・ 研究 

 

   既存の制度では支援困難なケース に対応し 、 課題を抱えた方が安心し て日常生活を送れる よ う 、 ニ

ーズに合った対応ができ る よ う に、 支援方法を協議、 創設に向け取り 組みま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①（ 仮称） 地域生活総合 

サポート 事業の検討 

１ ． 保証人サービス  

 既存の制度では支援が困難な課題解決に向け、施設や入院時など で想定さ れる「 保証人

サービス 」 の検討を行いま す。  

２ ． 任意後見人の受任 

 安心し て地域生活を送る ために、十分な判断能力を有する う ちに将来に備える「 任意後

見制度」 の受任に向けた検討を行いま す。  

３ ． 死後事務委任契約 

 葬儀や様々な手続き が必要と なる 自身の死後に向け、 頼れる 人がいない方の不安解消

を図り 、切れ目のないサービス 提供に資する ため「 死後事務委任契約」 についての検討を

行いま す。  
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Ⅴ． 総務課 

（ １ ） 指定管理事業の適切な管理運営 

 

   高齢者・ 障がい者・ 福祉活動団体などの活動拠点と し て、 帯広市グリ ーンプラ ザ指定管理事業の適

切な管理・ 運営に努めま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①指定管理事業 

１ ． 帯広市グリ ーンプラ ザの管理運営 

 令和 4 年度から 5 年間、 帯広市の指定管理者と し て効率的な利用促進に努める と と も

に、 地域福祉の拠点と し て活発な利用が図ら れる よ う 、 利便性の向上や貸館機能の充実、

物価上昇によ る 各種費用の節減、 利用者への意見聴取と アンケート 調査を実施し ながら 、

消毒液の常設など 感染予防対策を講じ て施設の適正な運営に努めま す。  

 

 

 

 

 

（ ２ ） 生活困窮世帯に対する 経済的支援を通じ た自立支援 

 

   様々な理由から 一時的に生活困難と なった世帯に対する 貸付、 並びに、 低所得世帯の自立に向けた

各種資金貸付を通じ た経済的支援と 相談支援によ り 、 関係機関と 連携し て自立支援に努めま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①福祉資金・ 生活福祉資金・

季節労働者等生活資金貸

付事業と 各種給付事業 

１ ． 福祉資金貸付事業 

 不時の出費や緊急時によ り 一時的に困窮し た世帯に対し て、 応急的な貸付を 行う と と

も に、帯広市と 連携し て、貸付制度の適正な活用に努め、自立相談支援事業所と 協力し て

生活困窮世帯への適切な相談・ 支援を行いま す。ま た、滞納世帯への適切な督励を行いま

す。  

２ ． 生活福祉資金貸付事業 

 道社協及び民生委員と 連携を図り 、世帯の自立支援に向けた継続的な相談支援と 、新型

コ ロ ナウ イ ルス に関する 特例貸付の適切な債権管理に努め、 償還猶予や償還免除手続き

について周知を図り 、相談支援を行いま す。ま た、要援護者への貸付制度の周知を図る た

め、 広報誌やホームページなどで広報活動を行いま す。  

３ ． 季節労働者等生活資金貸付事業 

 冬季間、一時的に収入が激減する 季節労働者世帯への経済的支援や、事業主都合によ る

離職者への求職活動を支援する ため、 帯広市と 連携し て適正な貸付と 事業周知に努めま

す。  

４ ． 交通等災害遺児扶養手当・ 修学費の給付事業 

 生計中心者が、交通事故・ 労働災害・ 自然災害など不慮の事故によ る 収入減と なった世

帯に対し 、扶養手当や修学費を給付し 経済的支援を図る と と も に、小中高等学校など を通

じ 事業周知に努めま す。  
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（ ３ ） 地域から 信頼さ れる 組織づく り の推進 

 

   地域福祉を推進する 中核的な団体と し て、 ま た、 地域住民から 信頼さ れる 組織と し て、 財務や専門

職の確保、 リ ス ク マネジメ ント への取り 組みに加え、 物価上昇など の経営環境の変化に対応し 、 安定

し た持続可能な法人経営体制の確立に努めま す。  

 

実 施 事 業 事 業 概 要 

①組織体制の強化 

１ ． 理事会・ 評議員会など 組織運営会議の積極的な活用 

 安定し た事業経営と 円滑な業務執行に資する ため、 適宜、 各種会議を 開催し 、 公益性

をも った法人経営に継続し て取り 組みま す。  

２ ． リ ス ク マネジメ ント への取り 組み 

日常業務を 点検し 、 業務上のヒ ヤリ ハッ ト やアク シデント を共有し 、 問題や改善点を

協議・ 改善し 、 あら ゆる 経営的リ ス ク を 最小限に抑え、 適切な税務処理に努め、 社会福

祉法のほか関係法令等を遵守し た健全経営に努める と と も に、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染

予防対策を徹底し 、 職場内感染リ ス ク を 減ら し ま す。  

３ ． 適切な人事・ 労務管理と 職員の健康管理など 職場環境の整備 

 適材適所の人事人材配置及び増員を含めた職員数の見直し によ る 体制強化を 図り 、 事

務処理体制の見直し によ る 、 効率的な業務執行を推進し 、 ワ ーク ラ イ フ バラ ンス に考慮

し た働き やすい職場環境を 整えま す。  

４ ． 役職員の職場研修の充実 

 初任者や経験年数に応じ た各種研修会への積極的な参加のほか、 道社協が主催する 研

修会への参加を呼びかけ、 資質向上と 専門知識の習得を 薦める ほか、 一斉改選を 迎える

役員・ 評議員に対し ても 、 積極的な研修会への参加を 提案し ま す。  

５ ． 福祉課題等に対応でき る 専門職の確保と 育成、 資格取得促進 

 資格取得に向けた職場環境を整え、 資格取得の促進を 図り 、 資格取得後の任用替えや

人事異動のほか、 有資格者の採用によ り 長期的展望に沿った専門職の確保と 育成に努め

ま す。  

６ ． 町内会連合会や民生委員等の地域活動団体と の連携 

 住民ニーズの把握、 社協事業への要望など を 把握する ため、 さ ま ざま な地域活動団体

と 相互に連携を取り 、 多様化する 地域課題の解決に向けた協力・ 連携体制に努めま す。  

７ ． 行政等と の連携強化 

 行政では補えない公的サービス の隙間を補う ため、 福祉課題の収集に努め、 さ ま ざま

な福祉ニーズの要望を 共有し 、 地域共生社会の実現に向けた連携強化に努めま す。  

②安定し た財政運営の 

確立 

１ ． 会員会費制度への理解と 加入促進の取り 組み 

 本会業務の安定化に資する ため、 社協事業の周知と 理解に努め、 広報活動など さ ま ざ

ま な事業を通じ 新規加入を 呼びかけ、 加入促進を図り ま す。  

２ ． 愛情銀行 

 地域住民や企業・ 団体から の善意によ る 金銭及び物品の預託を 受け、 愛情銀行の趣旨

や制度を 周知し 、住民の理解促進と 寄付金の増嵩に努め、地域福祉の充実に活用し ま す。 

３ ． 共同募金制度の理解促進と 寄付金・ 募金額の増への取り 組み 

 10 月から の赤い羽根共同募金運動と 12 月から の歳末たすけあい運動を 支援し 、 募金

増額に繋がる よ う 、 共同募金を 財源と する 事業の PR と 活用方法を 積極的に周知し ま す。 

４ ． 自主財源確保のための収益事業の取り 組み 

 入れ歯リ サイ ク ル事業やリ ン グプル回収事業を 通じ 、 自主財源の安定的な確保を 図

り 、 市民への周知拡大に努めま す。  


